
介護ロボット関連施策の動向 
－介護現場の革新を目指して－ 

平成29年7月16日 
 移動アシスト装置を視察する塩崎厚生労働大臣（当時） 

平成29年10月30日 
厚生労働省老健局高齢者支援課 田口勲 

平成29年9月15日 
 移乗アシスト装置を視察する高木厚生労働副大臣 

 （厚生労働省ホームページより） 

資料２ 

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwioidC97NfSAhXGW5QKHU8LDcIQjRwIBw&url=https://mieruka.mhlw.go.jp/&psig=AFQjCNGMkjXpFK-EywLb1Y781CG5mGeEpA&ust=1489644526788517
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Ⅰ 介護分野を取り巻く状況 
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14歳以下人口 

15～64歳人口 

65～74歳人口 

75歳以上人口 

65～74歳人口の割合 

75歳以上人口の割合 

13.3% 
(2016) 

11,913 

1,428 

2,288 

6,875 

1,321 

19.2% 

8,808 

1,133 

2,248 

4,529 

898 

12.9% 

25.5% 

資料：2016年までは総務省統計局「国勢調査」および「人口推計」、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）中位推計」 

推計値 
（日本の将来人口推計） 

実績値 
（国勢調査等） 

13.9% 
(2016) 

12.0% 

7,656 

1,768 

1,691 

12,693 

○ 今後、日本の総人口が減少に転じていくなか、高齢者（特に75歳以上の高齢者）の占める割合は増加していく
ことが想定される。 
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1,578 

75歳以上の高齢者数の急速な増加 
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各年齢階層別 
の認定率 

６５歳以上全体の認定率：１８．１％ 

出典：総務省統計局人口推計及び介護給付費実態調査（平成27年10月審査分） 

歳以上 

７５歳以上全体の認定率：３２．７％ 

８５歳以上全体の認定率：６０．０％ 

年齢階級別の要介護認定率の推移 
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年齢階級別の認知症有病率 

厚生労働科学研究費補助金 認知症対策総合研究事業  
「都市部における認知症有病率と認知症の生活機能障害への対応」（平成21～24）  
総合研究報告書より、認知症・虐待防止対策推進室にて数字を加筆 

研究代表者  朝田隆（筑波大学医学医療系） 

3.8 
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4.1 
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11.7 

24.2 

21.8 
16.8 

43.9 

41.4 
35.0 

65.1 

61.0 
49.0 

83.7 

79.5 
50.6 
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（単位：万人） 

（出典：介護保険事業状況報告） 

注１）陸前高田市、大槌町、女川町、桑折町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町は含まれていない。 

注２）楢葉町、富岡町、大熊町は含まれていない。 

要介護（要支援）の認定者数は、平成２８年４月現在６２２万人で、この１６年間で約２．８５倍に。このうち
軽度の認定者数の増が大きい。また、近年、増加のペースが再び拡大。 

計 
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H12.4→H28.4の比較 

 要介護度別認定者数の推移 

29.1 32 39.8 50.5 60.1 67.4 
5.9 

52.7 55.1 57.5 60.4 66.2 69.2 77.3 82.5 87.4 88.8 
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介護保険サービス利用者の推移 
（種類別平均受給者（件）数（年度平均） 

※東日本大震災の影響により、２２年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。 
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平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

施設 　 2.6% 　 1.1% 　 4.4% 　 1.4% 　 2.5% 　 3.5% 　 2.2% 　 2.7% 　 0.9%
うち高齢化 　 5.2% 　 4.6% 　 4.5% 　 3.0% 　 4.5% 　 4.4% 　 4.1% 　 4.0% 　 3.0%
うち高齢化以外 ▲ 2.5% ▲ 3.4% ▲ 0.1% ▲ 1.6% ▲ 1.9% ▲ 0.9% ▲ 1.8% ▲ 1.2% ▲ 2.0%

居住系 　16.3% 　 9.6% 　 9.0% 　 7.5% 　 9.1% 　 9.1% 　 5.3% 　 5.3% 　 2.5%
うち高齢化 　 4.9% 　 4.5% 　 4.5% 　 3.5% 　 4.5% 　 4.5% 　 4.2% 　 4.1% 　 3.1%
うち高齢化以外 　10.9% 　 4.9% 　 4.4% 　 3.8% 　 4.3% 　 4.5% 　 1.1% 　 1.1% ▲ 0.5%

在宅 　 5.2% 　 6.1% 　 9.6% 　 7.4% 　 7.2% 　 8.3% 　 6.4% 　 5.9% 　 3.3%
うち高齢化 　 4.4% 　 4.0% 　 3.9% 　 3.2% 　 3.8% 　 4.0% 　 3.7% 　 3.6% 　 2.7%
うち高齢化以外 　 0.7% 　 2.0% 　 5.5% 　 4.1% 　 3.3% 　 4.1% 　 2.6% 　 2.2% 　 0.5%

3.0 3.1 3.1 3.2 3.3 3.3 3.5 3.5 3.6 3.7兆円

0.5 0.6 0.7 0.8 0.8 0.9 1.0 1.0 1.1 1.1兆円

2.9 3.0 3.2
3.5 3.8 4.0

4.4 4.7 4.9 5.1兆円

0

5

10

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

介
護
費
（
兆
円
）

サービス類型別介護費の動向（平成18～27年度） 

【資料】介護給付費実態調査（厚生労働省）、人口推計、国勢調査（総務省）を基に作成 
 ○施設 ：介護保険施設、地域密着型介護老人福祉施設 
 ○居住系：特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護 
 ○在宅 ：上記以外のサービス 
（注１）予防サービス、補足給付を含む。市区町村が直接支払う償還払いの費用（福祉用具購入、住宅改修費等）及び地域支援事業に係る費用は含まない。 
（注２）高齢化の伸びは、年齢階級別の１人当たり費用を固定して、人口構成の変化のみを反映させた場合の伸びをあらわす。 
（注３）高齢化以外の伸びには、介護報酬改定の影響、制度改正効果、医療から介護への移行に伴う影響などが含まれる。 

■伸び率（対前年度）の推移 

施設 

居住系 

在宅 

サービス種類別の介護費の推移 
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1.0(0.8%)  1.8 2.7 3.2 4.0  4.5 5.0 5.6 6.2（3.4％） 

32.1 33.9 37.5 41.9 49.2 54.8 60.3 64.0  67.8 72.4 75.3 78.2 83.6 86.9 89.5 
92 

（50.３%） 
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45.8 
48.5 

50.2 
50.7 

52.8 
（28.8%） 

218 
258 

303 
348 

387 
411 

435 441 455 469 487 
508 

533 
564 

586 
608 

0

100

200

300

400

500

600

0

50

100

150

200

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

訪問系 

通所系 

入所系 

小規模多機能型居宅介護など 

（注１） 

(32.7%) 

(13.0%) 

(53.5%) 

(32.8%) 

(58.5%) 

（単位：万人） 

54.9 
63.5 

72.4 
84.9 

96.4 
108.6 

114.1 119.6 123.3 
136.3 142.7 

150.9 
163.0 

要介護（要支援）者 

要介護者数 

介護保険制度施行以降の介護職員数の推移 

注１） 平成21～27年度は、調査方法の変更等による回収率変動の影響を受けていることから、厚生労働省（社会･援護局）にて推計したもの。 
（平成20年まではほぼ100%の回収率 → (例)平成27年の回収率：訪問介護89.9%、通所介護84.7%､介護老人福祉施設93.6%） 

 ・補正の考え方：入所系（短期入所生活介護を除く。）・通所介護は①施設数に着目した割り戻し、それ以外は②利用者数に着目した割り戻しにより行った。 
（ ①「介護サービス施設・事業所調査」における施設数を用いて補正、② 「介護サービス施設・事業所調査」における利用者数を用いて補正） 

注２） 各年の「介護サービス施設・事業所調査」の数値の合計から算出しているため、年ごとに、調査対象サービスの範囲に相違があり、以下のサービスの介護職員については、含まれていない。 
       （訪問リハビリテーション：平成12～24年、特定施設入居者生活介護：平成12～15年、地域密着型介護老人福祉施設：平成18年） 
     ※ 「通所リハビリテーション」の介護職員数は、すべての年に含めていない。 

注３）  「小規模多機能型居宅介護など」には、「小規模多機能型居宅介護」の他、「複合型サービス」も含まれる。 

注４） 介護職員数は、常勤、非常勤を含めた実人員数である。（各年度の10月1日現在） 

職員数 

【出典】 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」（介護職員数）、「介護保険事業状況報告」（要介護（要支援）認定者数）    

176.5 

○ 介護保険制度の施行後、要介護（要支援）認定者数は増加しており、サービス量の増加に伴い介護職員数も
１5年間で約3.3倍に増加している。 

170.8 
183.1 
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  20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳以上 

介護職員（施設等） 1.1% 17.2% 22.9% 23.5% 19.3% 7.6% 4.7% 1.6% 

男性  (23.6%) 1.4% 27.6% 33.3% 18.4% 9.2% 4.0% 3.3% 1.2% 

女性  (74.2%) 1.0% 14.0% 19.7% 25.1% 22.5% 8.8% 5.1% 1.7% 

 訪問介護員 0.2% 4.3% 11.0% 20.9% 25.2% 16.0% 13.8% 6.6% 

男性  ( 8.2%) 0.4% 15.0% 22.5% 20.1% 18.3% 9.7% 8.4% 4.1% 

女性  (89.6%) 0.1% 3.4% 9.8% 21.0% 25.9% 16.6% 14.3% 6.9% 

１ 就業形態 

 ２ 年齢構成（性別・職種別） 

注）正規職員：雇用している労働者で雇用期間の定めのない者。非正規職員：正規職員以外の労働者（契約職員、嘱託職員、パートタイム労働者等）。 
   常勤労働者：１週の所定労働時間が主たる正規職員と同じ労働者。短時間職員：１週の所定労働時間が主たる正規職員に比べ短い者。 
注）介護職員（施設等）：訪問介護以外の指定事業所で働く者。訪問介護員：訪問介護事業所で働く者。 
注）調査において無回答のものがあるため、合計しても100%とはならない。 
【出典】平成27年度介護労働実態調査 （（財）介護労働安定センター） 

  正規職員 非正規職員 
    

うち常勤労働者 うち短時間労働者 

 介護職員（施設等） 58.4% 40.4% 14.5% 25.9% 

 訪問介護員 20.2% 77.1% 9.0% 68.0% 

注）調査において無回答のものがあるため、合計しても100%とはならない。 
【出典】平成27年度介護労働実態調査 （（財）介護労働安定センター）を社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室において集計。 

介護職員の現状 
○ 介護職員の就業形態は、非正規職員に大きく依存している。 

○ 介護職員の年齢構成は、介護職員（施設等）については、３０～４９歳が主流となっているが、訪問介護員に
おいては、６０歳以上が約３割を占めている。 

○ 男女別に見ると、介護職員（施設等）、訪問介護員いずれも女性の比率が高く、男性については４０歳未満が
主流であるが、女性については４０歳以上の割合がいずれの職種も過半数を占めている。 
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介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向（有効求人倍率と失業率の動向） 

注）平成22年度の失業率は東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県において調査の実施が困難な状況となっており、当該3県を除く結果となっている。 
【出典】 厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」 
  

有効求人倍率（介護分野）と失業率 
【16年～28年／暦年別】 （倍） 

失業率（右目盛） 

有効求人倍率 
（介護分野） 
（左目盛） 

有効求人倍率 
（全職業） 
（左目盛） 

○ 介護分野の有効求人倍率は、依然として高い水準にあり、全産業より高い水準で推移している。 
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離職率・採用率の状況 

 注) 離職（採用）率＝１年間の離職（入職）者数÷労働者数 
 【出典】産業計の離職（採用）率：厚生労働省「平成26年度雇用動向調査」、介護職員の離職（入職）率：（財)介護労働安定センター「平成26年度介護労働実態調査」 

○ 介護職員の離職率は低下傾向にあるが、産業計と比べて、やや高い水準となっている。 
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希
望
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う 

能
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や
資
格
が
活
か
せ
る 

正
規
職
員
と
し
て
働
け
る 

（
可
能
性
が
あ
る
） 

職
場
の
雰
囲
気
が
良
い 

法
人
の
安
定
性
、
将
来
性 

賃
金
の
水
準
が
適
当 

福
利
厚
生
が
充
実
し
て
い
る 

法
人
・
事
業
所
の
理
念
や
方
針 

に
共
感
し
た 

教
育
研
修
や
資
格
取
得
支
援
等 

が
充
実
し
て
い
る 

働
き
ぶ
り
や
能
力
が
賃
金
や
配
置 

に
反
映
さ
れ
る 

子
育
て
支
援
が
充
実
し
て
い
る 

そ
の
他 

事 

【資料出所】(財) 社会福祉振興･試験センター「平成27年度社会福祉士･介護福祉士就労状況調査」 

便 待 待 待 待 意 事 事 待 待 

回答の分類：   個人の意識・意欲､   便利さ､   待遇・労働環境、   事業所･経営者のマネジメント 意 便 待 事 

現在の職場を選択した理由（介護福祉士：複数回答） 

○ 入職時には、介護という仕事への思いに比べると、法人・事業所の理念・方針や職場の状況、子育てなどの面へ
の関心は相対的に低い。また、通勤や労働条件についても関心が高い。 

待 意 
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収
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護
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勤
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め
な
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や
能
力
を
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に
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で
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・
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場
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力
的
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っ
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（
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格
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を
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む
） 

人
員
整
理
、
退
職
勧
奨
、
法
人
解
散
等 

利
用
者
や
そ
の
家
族
と
の
関
係
に
問
題

が
あ
っ
た 

 

友
人
に
転
職
を
誘
わ
れ
た 

同
業
種
で
起
業
・
開
業 

そ
の
他 

過去働いていた職場を辞めた理由（介護福祉士：複数回答） 

【資料出所】(財) 社会福祉振興･試験センター「平成27年度社会福祉士･介護福祉士就労状況調査」 

事 待 待 待 事 意 事 

○ 離職時には、業務に関連する心身の不調や、職場の方針、人間関係などの雇用管理のあり方がきっかけとなっ
ている。 

回答の分類：   個人の意識・意欲､   便利さ､   待遇・労働環境、   事業所･経営者のマネジメント 意 便 待 事 

待 待 意 待 便 待 事 意 待 
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2020年代初頭 

介護人材 約２５万人 確保のため対策を総合的･計画的に推進 

2020年度に必要となる介護人材 約２０万人 （需要見込みと供給見込みの差） 

約１２万人分の基盤整備に伴い約５万人の介護人材が必要  

約１２万人分の基盤整備に伴い追加で必要となる介護人材数 約５万人  

【2020年代初頭】 

約
38

万
人 

2013年度 2020年度 2025年度 

～～～～～～

必要となる介護人材数 約２０万人 （2020年度・推計）  

253万人 

2013年度 
（実績） 

 171万人 

226万人 

215万人 

206万人 

2020年代初頭に向けた介護人材確保について 

※ 介護サービス約１２万人増 × 利用者１人あたり必要な介護人材数（平均）０.４人 … 約５万人 

※ 需要見込み：市町村による第６期介護保険事業計画に位置付けられたサービス見込み量等に基づく推計 
※ 供給見込み：入職・離職等の動向に将来の生産年齢人口の減少等の人口動態を踏まえた推計＊ 

（平成27年度以降に追加的に取り組む施策の効果は含んでいない） 

＊ 入職・離職等の見込みは、現状維持を前提とし、さらに生産年齢人口の減少を折り込んだ堅めの推計となっている 
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介護人材の育成・確保に関する主な取組 

 いったん仕事を離れた介護人材への再就職準備金の貸付制度【平成27年度補正予算：261億
円の内数、平成28年度第二次補正予算：10億円】 

 ※貸付額：20万円×1回限り（介護職として2年勤務で返済を免除） 
 ※介護人材の確保が特に困難な地域における貸付額の倍増（20万円→40万円）等 

【学生】 
 介護福祉士を目指す学生への奨学金制度（学費貸付）【平成27年度補正予算：261億円の内数】    
 ※貸付額：80万円／年×2年（介護職として5年勤務で返済を免除） 
 

【中高年齢者】 
 ボランティアを行う中高年齢者への入門的研修・職場体験の実施【平成29年度予算：60億円
（地域医療介護総合確保基金）】 

 介護ロボット・ICTの活用推進【平成29年度予算：5.3億円】 
 ※現場のニーズを開発内容へ反映、介護ロボットを活用した効果的な介護方法の構築などを支援 
 ※介護記録等のICT化を進めるための試行的事業の実施や成果の横展開 
 職場定着支援助成金【平成29年度予算：32億円】 
 ※事業者が賃金制度を整備（賃金テーブルの設定等）した場合に50万円を助成（1年後に離職率の目標を達成し

た場合に57万円（生産性要件を満たした場合は72万円）を助成、3年後に離職率が上昇しなかった場合に
85.5万円（生産性要件を満たした場合は108万円）を助成） 

 介護施設等における職員のための保育施設の設置・運営支援【平成29年度予算：60億円（地域
医療介護総合確保基金）】 

 ※開設費：310万円  整備費：1,130万円  運営費：都道府県が定める額 

２
０
２
０
年
代
初
頭
ま
で
に
約
２
５
万
人
増
を
総
合
的･

計
画
的
実
施 

 介護職員処遇改善加算の拡充【平成29年度予算：289億円】 

新規参入促進 

潜在介護人材の呼び戻し 

介護職員の処遇改善 

離職防止・定着促進、生産性向上 
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Ⅱ 介護ロボットへの期待の高まり 
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介護ロボットとは 

移乗支援 

自動排せつ処理装置 

介護ロボットの例 

１．ロボットの定義とは、 
●情報を感知（センサー系） 
●判断し（知能・制御系） 
●動作する（駆動系） 
 この３つの要素技術を有する、知能化した機械システム。 
２．ロボット技術が応用され利用者の自立支援や介護者の負担の軽減に役立つ介護機器を介

護ロボットと呼んでいる。 

装着型パワーアシスト 歩行アシストカート 

移動支援 認知症の方の見守り 排泄支援 

見守りセンサー 
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医療・介護用ロボットの導入上の取り扱いについて 

疾病の治療や身体の構造・機能に影響
を及ぼすことを目的とするロボット 

 
・上肢や下肢に装着して、身体の機能回復、症状の改
善・進行抑制のために用いるロボット 
 
※医療機器に該当するものについては、薬事法による 
  許認可等が必要。 
 
 

介護分野で使用されるロボット 
（左記の目的以外） 

 
・車椅子の移動、ベッドー車椅子間の移乗などを支援
するロボット 
・日常生活行動（排泄、食事、入浴など）を支援 
 するロボット 
・上肢や下肢に装着して運動機能等を補助する 
 ロボット 
 
※現行、製造販売するにあたっての許認可等は要しない。 

 

 

医療用ロボット 介護用ロボット 

薬事法における「医療機器」に該当 

身体に装着して用いる（身体へ侵襲性のない）能動型装置はクラ
スⅡ 
 
 ○基準に適合するものは第三者認証品目 
 ○基準に適合しないものは大臣承認品目 

○施設の判断にて自由に導
入が可能 

 
※利用者の支援に係る備品
等については、介護報酬に
含まれている 

○福祉用具貸与（購入）
サービス 

○介護保険の給付対象種
目等を見直す場合は「介
護保険福祉用具・住宅改
修評価検討会」において
検討 

施 設 在 宅 
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介護分野におけるロボット新戦略 

○ 介護・医療が必要な状態になってもなお住み慣れた地域で自立した生活を継続することを支援する。 
○ 介護の現場においては、ロボット介護機器を活用することにより、介護従事者がやりがいを持ってサービス提供できる職 
   場環境を実現する。 
○ 介護は人の手により提供されるといった基本概念を維持しつつロボット介護機器の活用による業務の効率化・省人力化 
   へとパラダイムシフトを支援。 
○ 介護現場のニーズに即した実用性の高い機器が開発されるよう、具体的な現場ニーズを特定したうえで、研究開発支援  
   や開発の段階に応じた介護現場と開発現場のマッチング支援を実施。 
○ 介護ロボットの技術革新に柔軟に対応し、在宅介護の負担軽減に迅速に対応できるよう介護保険制度の種目検討につ 
   いて弾力化を図る。 

  

◆移乗支援 
   ・装着型 
   ・非装着型 

 ◆移動支援 
   ・屋外用 
   ・屋内用 

 ◆排泄支援 

 ◆認知症の方の見守り 
   ・施設用 
   ・在宅用 
 ◆入浴支援 

 

開発の重点分野 
 

◆介護ロボットの国内市場規模を 
  ５００億に拡大。 

◆移乗介護等に介護ロボットを用い  
 ることで、介護者が腰痛を引き起 
 こす機会をゼロにすることを目指す。 

◆最新のロボット技術を活用した新 
 しい介護方法などの意識改革 
 ・介護をする際に介護ロボットを 
  利用したいとの意向（５９．８％） 
  を８０％に引き上げ。 
 ・介護を受ける際に介護ロボットを  
  利用して欲しいとの意向（６５． 
  １％）を８０％に引き上げ 

 

◆現行3年に1度の介護保険給付対 
  象機器の追加手続きの弾力化 
（技術革新に対応できる要望受付・検討
等） 

⇒介護保険の給付対象に関する要  

   望の随時受付。新たな対象機器の  
   追加を随時決定。 

 

※「介護保険福祉用具評価検討会」  
 及び「社会保障審議会介護給付費 
 分科会」を必要に応じて随時開催 
 
 

基本的な考え方 

２０２０年目指すべき姿 関係諸制度見直し 

平成２７年２月１０日 
日本経済再生本部決定 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
高齢者が外出する際に移動を支援するなど自立した生活を支援するロボットを活用することにより、要介護状態になっても住み慣れた地域で自立した生活
を継続することを実現するとともに、要介護者の移乗が容易に出来るなど介護従事者の身体的負担を軽減する介護ロボットを介護現場に導入することにより、
安全で安定した職場環境づくりを推進する。介護ロボットの開発・活用促進については、介護ロボットの技術革新に柔軟に対応し、在宅介護の負担軽減に迅速に対応できるよう介護保険制度の種目検討について弾力化を図る。また、介護ロボットを活用することによる介護業務の効率化、省人力化を達成する一方で、人の手にしか成し得ない質の高いサービスを集中的に提供することを推進する。




介護のシゴト 魅力向上懇談会 議論の整理 

業務の生産性と効率性の向上 

人材育成 
  

 業務の分析と標準化を踏まえ、ＩＣＴを活用し、階層別・職種
別・テーマ別の研修体制を構築。キャリアアップと技能習得
の関係が明確化 

 複数の中小規模の法人が連携・グループ化して、人材育成
を実施。研修内容や体制の標準化 

利用者本位の仕事観 

ICTを活用したペーパーレス化や 
業務プロセスの見直し 

  

 記録作成・保管等のICT化で事務効率化し、本来の介護業
務に専念。また、管理業務の時間を半減（育児時短等柔軟
な働き方も可能に） 

 管理スタッフをチーム制とし、本来の管理業務に専念できる
よう業務プロセスを見直すことで、残業を短縮 

 モバイル端末による情報共有と、着信情報のトリアージにより、
効率的に業務を実施 

介護ロボット等新しい技術の活用 
（介護職員の負担軽減） 

  

 介護リフトによる「持ち上げない介護（ノーリフティング）」によ
り移乗介護の負担を軽減 

 装着型の介助用ロボットにより介護職員の腰痛を防止 
 見守りセンサーにより安否確認業務を軽減 

資質向上・キャリアアップの実現と 
専門性の確保 

介護業務の類型化と 
専門性に応じた人材の機能分化 

  

 介護業務のうち、身体介助は専門の介護職員が対応。食
事、掃除等の生活援助には地域にある社会資源を活用 

 常時の見守りにセンサー等IoT機器を活用することにより、介
護職員は事故防止や生活支援業務に注力できる 

利用者の笑顔が見られるサービス 
  

 介護リフトによる「持ち上げない介護」により、利用者とのアイ
コンタクトがとれ、利用者の表情が明るくなる 

 「良い介護ができている」実感が職場定着の重要な要素 
 利用者の状態の基本的な評価を多職種間で共有すること

で、皆が効果を実感 
 介護職員の自立支援を通じた自己実現と成果の実感、そ

れに基づく学習の循環が重要 

魅力ある介護の職場とは？ 

処遇改善、人材の参入・定着を進める 

魅力ある職場づくりのための実践  

業務に携わる中で専門性が高まり、 
キャリアアップもできる 

（自己実現、達成感） 

業務の生産性や効率性が高い 
（働きやすい、未来指向） 

地域で生活を続けられるための支援・事故防止 
  

 地域内の支援者が適切に情報共有することで、在宅の暮ら
しを続けることが可能となる 

 事故はいつ起きるか分からないので、センサー等のIoT機器
を用いた感知が有効 

 画像処理技術を用いたプライバシー保護の工夫も進んでい
る 

 見守りセンサーを居室に設置することに加え、必要に応じて
随時訪問することで効果的・効率的な生活支援が可能とな
る 

確固とした経営者の理念・組織の風土 
  

 シゴトのやり方を変えて介護サービスを魅力あるものにするこ
とを目指し、事業主自身が自助努力することが肝要。制度
による支援は事業主のやる気を後押し 

 事業主の視点と従事者の視点が一致・統合されることにより、
組織として力を発揮できる 

利用者に感謝される 
（対人サービスゆえの喜びの実感） 

業務の分析・標準化・改善 
  

 業務の分析のためには、介護の現場の記録の標準化が重
要な要素 

 ICTを活用し個人の経験・現場の気づきのデータを収集・分
析することで、根拠に基づく介護を実践。その結果を踏まえ、
業務をさらに改善 

 サービス内容を統一化するために業務マニュアルを作成し、
当事者により継続的に刷新 

 支援の目的と役割を共有するため、基本的な評価事項を
簡潔な表にし、多職種間で共通言語化 

人事管理 
  

 職務役割基準の設定と目標管理システムの導入により、管
理者、従事者双方にとって目標達成状況や職務習熟度の
確認が容易に 

 キャリアパス、人事評価、処遇を連動 

平成２８年４月１４日 
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ニッポン一億総活躍プラン（抜粋） 
（平成28年6月2日閣議決定） 
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ニッポン一億総活躍プラン（抜粋） 
（平成28年6月2日閣議決定） 
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介護保険制度の見直しに関する意見（抄） 
（平成２８年１２月９日 社会保障審議会介護保険部会） 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

３．地域包括ケアシステムの深化・推進のための基盤整備等 

(2) 介護人材の確保（生産性向上・業務効率化等） 

○ 介護人材については、「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年６月２日閣議決定）を踏まえ、介護の仕事の魅力を向 

 上し、介護人材の処遇改善、多様な人材の確保・育成、生産性の向上を通じた労働負担の軽減を柱として、2020年代 

 初頭までに約25万人の介護人材の確保に総合的に取り組んでいくこととされている。 

 

○ 介護職員については近年全産業平均に比べ有効求人倍率が急速に高まっている中、介護業界の魅力を高め、今後 

 の介護職員の安定的な確保・定着を図るため、まずは競合する他産業等との賃金差を解消するという観点を踏まえて 

 平成29年度介護報酬改定を実施するなど、介護職員に対する更なる処遇改善に引き続き取り組む。また、修学資金貸 

 付制度や再就職準備金貸付制度の活用などの多様な人材の確保・育成策のほか、介護現場におけるロボット技術の 

 活用により、介護の業務負担の軽減を図る取組や、介護記録の作成・保管等のＩＣＴ化を通じて事務を効率化すること 

 で、介護職員が直接処遇に係る業務に多くの時間をかけることができるようにする取組も有効であると考えられる。併 

 せて、介護事業者の自助努力や介護福祉士とそれ以外の者との業務の役割分担の明確化の促進も有効である。なお、 

 今後技能実習制度に介護職種が追加される場合は、日本人労働者の処遇の確保や介護サービスの質の担保のため 

 にも、日本人と同等の処遇を確保すべきである。 

 

○ このため、介護ロボットやＩＣＴ化に関する実証事業の成果を十分に踏まえた上で、ロボット・ＩＣＴ・センサーを活用して 

 いる事業所に対する、介護報酬や人員・設備基準の見直し等を平成30年度介護報酬改定の際に検討することが適当で 

 ある。その際、人員・設備基準の見直しは慎重を期すべきという意見や、ロボット・ＩＣＴの導入支援が必要との意見、ロ 

 ボット・ＩＣＴの操作や活用、安全性に関する研修機会の確保が必要との意見にも留意する必要がある。（以下略） 
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～2016年度 

2019
年度 2017年度 2018 

年度 

地 域 医 療 介 護
総合基金による
介 護 人 材 の 資
質 向 上 の た め
の 都 道 府 県 の
取 組 の 実 施 都
道 府 県 数 【47
都道府県】、
計画の目標（研
修受講人数等）
に対する達成率
【100％】 

― 

通常国会 年末 通常国会 

KPI 
（第一階層） 

KPI 
（第二階層） 

2020 
年度～ 

《主担当府省庁等》 

集中改革期間 

≪厚生労働省≫ 

地域医療介護総合確保基金により都道府県が行うキャリアアップのための研修などの取組を支援 

・介護職を目指す学生への修学資金の貸付け等による支援の実施 
・離職した介護福祉士の届出システム整備等による円滑な再就業支援の実施 

・介護事業所におけるICTを活用した事
務負担の軽減のための課題の把握・
分析、業務改善の効果測定のための
モデル事業を実施。あわせて、介護事
業所における書類削減に向け方策を
検討。 

・ＩＣＴを活用した事務負担軽減について、
整理した論点を踏まえ、2016年度末ま
でに必要なガイドラインをまとめ、公
表・周知 

・書類削減に向けて対応可能なものから実施 
・ＩＣＴを活用した効果的・効率的なサービス提供モデルの普及等、介護ロボット・ＩＣＴを活用した

介護分野の生産性向上に向けた取組を実施 

介護福祉士養成施設卒
業生に対する国家試験
の義務付け等を内容と
する社会福祉法等一部
改正法案提出、成立 

・介護ロボットの開発の方向性について開発者と介護職員が協議する場を設置することにより、開発段階から介護施設の実際のニーズを
反映 

・福祉用具や介護ロボットの実用化を支援するため、介護現場における機器の有効性の評価手法の確立、介護現場と開発現場のマッチン
グ支援によるモニター調査の円滑な実施等を推進  

2015年度介護報酬改定に
併せて人員や設備基準の
見直しを実施 

＜㉒介護人材の資質の向上と事業経営の規模の拡大やＩＣＴ・介護ロボットの活用等による介護の生産性向上＞ 

公
的
サ
ー
ビ
ス
の
産
業
化 

概算要求 
税制改正要望等 

集中改革期間 

経済・財政再生計画 改革工程表 
 経済・財政再生計画 改革工程表２０１６ 
改訂版（抜粋）（平成28年12月21日経済財 
政諮問会議決定） 
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 介護現場の現状やニーズを最も知り得るのは、厚生労働省である。厚生労働省自らが、この分野で「司令塔」として機能を
発揮し、現場とともに、真に求められる介護ロボットの開発をリードしていくことで、介護現場の革新を進めて行きたい。 

○「未来投資会議」（平成29年4月14日 塩崎大臣発表抜粋）  

第２ 具体的施策 
Ⅰ Society 5.0として目指すべき戦略分野 
１．健康・医療・介護 
（２）新たに講ずべき具体的施策 
ⅰ）技術革新を活用し、健康管理と病気・介護予防、自立支援に軸足を置いた、新しい健康・医療・介護システムの構築 
⑤ロボット・センサー等の技術を活用した介護の質・生産性の向上 
 ・介護現場でのロボット・センサー等の活用について、効果実証を着実に進め、その結果を踏まえて、利用者の生活の質の
維持・向上と介護者の負担軽減に資するものについて、次期介護報酬改定の際に、介護報酬や人員・設備基準の見直し等
の制度上の対応を行う。 
 ・今後の介護ロボット等開発では、自立支援等による利用者の生活の質の維持・向上と、介護者の負担軽減の両方を実現
するため、現場のニーズを真に汲み取って開発シーズとつなげられるよう、プロジェクトを牽(けん)引するプロジェクトコーディ

ネーターを新たに育成・配置する。また、ロボット介護機器の開発重点分野について再検証を行い、本年夏までに戦略的な開
発の方向性を取りまとめ、来年度以降の新たな開発支援対象に反映させる。 （後略） 
 

○「未来投資戦略2017」（抜粋） （平成29年6月9日 閣議決定） 
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第１章 現下の日本経済の課題と考え方 
３．消費の活性化 
（２）新しい需要の喚起 
① 健康・予防分野の需要喚起 
（前略）さらに、質の高い健康・医療・介護サービスに対するニーズに応えるため、ＡＩやゲノム情報の活用等による革新的な医
薬品、治療法、診断技術や介護ロボット等の開発等を促進する。 

○「経済財政運営と改革の基本方針2017」（抜粋） （平成29年6月9日 閣議決定） 

４．ＡＩ開発を進めるべき重点領域 

（５）介護・認知症 
 【背景・現状認識】 

 ○介護分野においては、これまで、高齢者の生活の質の維持・向上と介護者の負担軽減の観点から、介護ロ

ボットの開発やその介護現場への普及が進められている。厚生労働省では、介護ロボットの開発の着想段階

からの現場ニーズの開発内容への反映、開発中の試作機へのアドバイス、介護ロボットを用いた効果的な介

護技術の構築など、各段階で必要な支援を行うことによって、その加速化を図っている。  
 ○介護ロボット開発等の課題としては、現在取り組んでいる現場ニーズの反映をさらに進める必要性が挙げら

れる。技術オリエンテッドで始まった開発案件では、介護現場のちょっとしたニーズの変化に対応できない

場合があることから、介護現場のニーズを明確にしながら、開発を進める必要がある。 
    ○介護ロボット技術等にＡＩ技術を新たに付加することによって、排せつ等の生活事象や生活リズムの予測を

可能とし、高齢者の生活の質の向上や介護者の負担軽減につながる可能性がある。    
 ○例えば、膀胱内の尿量の変化を超音波センサーで読み取るとともに、ＡＩの活用によって、排せつのタイミ

ングを予測するシステムが実用化段階まで来ている。これによって、高齢者の尊厳の保持、介護業務の効率

化等が期待されている。 （後略） 
 【今後】 
  ○介護現場で役立つ生活予測・支援機器の開発を進めて行く上では、ＡＩの開発のためにどのようなデータを活用できる

かが重要である。このため、生活事象や生活リズムに関連したデータを取得するための手法や機器の開発が求めら
れる。併せて、ウェアラブル端末の活用も含め、認知症高齢者の生活環境の改善等に向けたＡＩの開発について検討
を進める必要がある。 

○「保健医療分野におけるAI活用推進懇談会報告書」（抜粋） （平成29年6月27日 公表） 
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Ⅲ 既存の介護ロボット関連施策 
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介護ロボットの開発支援について 

  民間企業・研究機関等 
 
 
 
 

 
 
 
   
 
 
 
 

○日本の高度な水準の工学技術を活用し、
高齢者や介護現場の具体的なニーズを踏
まえた機器の開発支援 

    介護現場 
 
 
 
 

 
 
 
   
 
 
 
 

○開発の早い段階から、現場のニーズの伝
達や試作機器について介護現場での実証
(モニター調査・評価) 

・モニター調査 
の依頼等 

・試作機器の 
 評価等 

機器の開発 介護現場での実証等 

【経産省中心】 【厚労省中心】 
※相談窓口の設置、実証の場の整備（実証試験協力

施設の把握）、普及啓発、意見交換の場の提供  
等 

開発現場と介護現場との 
意見交換の場の提供等（※） 

（開発等の重点分野） 
 経済産業省と厚生労働省において、重点的に開発支援する分野を特定（平成２５年度から開発支援） 

 ○移乗介助（１）  
・ロボット技術を用いて介助者のパワーアシストを行う
装着型の機器 

○移乗介助（２）  
・ロボット技術を用いて介助者による抱え上げ動作
のパワーアシストを行う非装着型の機器 

○移動支援（１）  
・高齢者等の外出をサポートし、荷物等を安全に運搬
できるロボット技術を用いた歩行支援機器 

○排泄支援  
・排泄物の処理にロボット技術を用いた設置
位置調節可能なトイレ 

○認知症の方の見守り（１）  
・介護施設において使用する、センサーや外
部通信機能を備えたロボット技術を用いた
機器のプラットフォーム 

○移動支援（２）  
・高齢者等の屋内移動や立ち座りをサポートし、特に
トイレへの往復やトイレ内での姿勢保持を支援する
ロボット技術を用いた歩行支援機器 

○認知症の方の見守り（２）  

・在宅介護において使用する、転倒検知セン
サーや外部通信機能を備えたロボット技術
を用いた機器のプラットフォーム 

○入浴支援  
・ロボット技術を用いて浴槽に出入りする際
の一連の動作を支援する機器 

※開発支援するロボットは、要介護者の自立支援促進と 介護従事者の負担軽減に資することが前提。 29 



介護ロボット開発等加速化事業 ○  平成29年度予算 
         ３．０億円 

 介護ロボット等の開発・普及について、開発企業と介護現場の協議を通じ着想段階から現場のニーズを開発内
容に反映、開発中の試作機へのアドバイス、開発された機器を用いた効果的な介護技術の構築など、各段階で必
要な支援を行うことにより、加速化を図る。 

概 要 

 

 介護ロボットの導入を推進するためには、使用方法の熟知や、
施設全体の介護業務の中で効果的な活用方法を構築する視点が重
要であり、介護ロボットを活用した介護技術の開発までを支援す
るモデル事業を実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  

着想 
段階 

開発 
段階 

上市 
段階 

○  介護ロボットを活用した介護技術開発支援モデル事業 

事業内容 

 介護現場のニーズに適した実用性の高い介護ロボットの開発が
促進されるよう、開発中の試作機器について介護現場での実証、
成果の普及啓発等を行い、介護ロボットの実用化を促す環境を整
備する。 
 

○ 福祉用具・介護ロボット実用化支援事業 

 

 開発前の着想段階から介護ロボットの開発の方向性について開
発企業と介護現場が協議し、介護現場のニーズを反映した開発の
提案内容を取りまとめる協議会を設置する。 

○ ニーズ・シーズ連携協調のための協議会の設置 

 
モニター調査 

・専門職によるアドバイス支援 
・臨床評価 
※ニーズに即した製品となるよう支援 

 

実証成果等の普及啓発 
※研修、普及啓発イベント等の実施 

現場のニーズを踏まえた介護ロ
ボット開発の提案を取りまとめ 
※開発企業、介護現場、福祉機器等に 

精通した専門家で構成 

効果的な介護ロボットを活用
した介護方法の開発 

※開発企業、介護現場、福祉機器等 
  に精通した専門家により、導入から

実証まで総合的に実施 
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ニーズ・シーズ連携協調のための協議会 

解決が望まれる 
課題（介護現場等） 

○ 開発前の着想段階から介護ロボットの開発の方向性について開発企業と介護現場が協議し、
介護現場のニーズを反映した開発の提案内容を取りまとめる協議会を設置する。 

 

※ 協議会では、現場のニーズを共有するほか、既存の介護システムの課題分析、解決策の検討を行い、介護現場で効果的に活用
される機器の開発に向けた検討を行う。 

※ 協議会で取りまとめられた提案は、「ロボット介護機器開発・導入促進事業」（日本医療研究開発機構）と連携を図り、現場のニー
ズを踏まえた開発に結び付くようにする。 

開発の要素技術 
（メーカー等） 

①
課
題
の
分
析 

②
解
決
策
の
検
討 

③
仮
想
モ
デ
ル
の
設
計 

④
開
発
目
標
の
明
確
化 

「ロボット介護機器開発・導入促進事業」（日本医療研究開発機構） 

①
新
規
開
発
を
提
案 

②
新
規
開
発 

連携 

介護ロボット
を活用した介
護技術開発
支援モデル

事業 

○平成29年度予算 
  介護ロボット開発等加速化事業（3.0億円）
の内数 ニーズ・シーズ連携協調のための協議会の設置 
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開発 
支援 



 
 
介護ロボットの活用や 
開発等に関する相談 
窓口を開設 
 

○電話による相談 
○ホームページによる相談 

相談窓口の設置 

【具体的な取り組み内容（平成２９年度）】  

 
 
実証に協力できる施設・事業所 
等をリストアップし、開発の状態 
に応じて開発側へつなぐ。 
 

○ホームページにて募集 
○協力施設・事業所等に対する研修 

実証の場の整備 

 
 
開発の早い段階から試作機器等 
について、協力できる施設・事業 
所等を中心にモニター調査を行う。 
 

○介護職員等との意見交換 
○専門職によるアドバイス支援 
○介護現場におけるモニター調査 

モニター調査の実施  
 
国民の誰もが介護ロボットに 
ついて必要な知識が得られる 
よう普及・啓発を推進していく。 
 

○パンフレットの作成 
○介護ロボットの展示・体験 
○介護ロボットの活用に関する研修  等 

普及・啓発 

         ○介護現場におけるニーズ調査の実施 
         ○介護現場と開発現場との意見交換の場の開催  等 

その他 

福祉用具・介護ロボット実用化支援事業  
○平成29年度予算 
  介護ロボット開発等加速化事業（3.0億円）
の内数 
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開発 
支援 

普及
支援 



１．概要 
○介護ロボットの導入を推進するためには、介護ロボットの開発だけでなく、導入する施設において、使用方法の熟知や、施設

全体の介護業務の中で効果的な活用方法を構築する視点が重要。 
○そのため、当事業において、介護ロボットを活用した介護技術の開発までの実現を支援する。 

介護業務のアセスメント ロボット活用の準備 臨床業務導入 

・介護業務の課題抽出 

・全体調整 
・専門家の派遣 

・対応案の立案 

・必要機種の提供 
・施設構造の評価等 

活用方法の 
研修 

機器のセットアップ 
調整等 

モデル事業取り
まとめ 

普及・啓発 
（別途委託） 

・実証評価の実施 
（データ収集・分析） 

・フォローアップ 

実証計画 

介護施設 

受託機関 

メーカー 

①受託先機関において、介護施設、メーカー、受託機関が連携して事業実施できる体制を構築。 
②機器について、介護スタッフに活用方法の研修を行った上で、現場に投入し、活用状況についてフォローアップを行う。 
③必要に応じて、導入施設の設備や介護方法に応じた、機器・施設のセットアップや改良を行う。 
④必要に応じて、メーカーに機器の改善点をフィードバックした上で、導入機器の再選定を行う。 
⑤普及モデル化を見据えた適切な実証計画を企画・立案。 
⑥モデル事業をとりまとめ、関係者への教育、国民・利用者への普及、啓発、広報を行う。 

① 

② 

③ 

④⑤ ⑥ 

・特定した場面に
導入 

２．事業内容 
○介護ロボット活用による施設介護における課題点をアセスメントし、対応策を講じられるよう、現場の介護業務と介護機器の

有効的な使用方法に精通した専門家をモデル事業実施施設（介護施設）に派遣。 
○対象機器は、開発重点５分野（①移乗支援、②移動支援、③排泄支援、④見守支援、⑤入浴支援）を基に選定し、５カ所で 

実施。 
○事業１カ所当たり1,500万円程度で公募により委託。その他にモデル事業の取りまとめ等の業務支援を別途委託。 

 

３．事業の流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国 
委託 

○平成29年度予算 
   介護ロボット開発等加速化事業（3.0億円）

の内数 

分野ごとに公募 

適宜フィードバック 

介護ロボットを活用した介護技術開発支援モデル事業 
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ⅰ 補助額 
 １機器につき補助額１０万円。ただし２０万円未満のものは価格に２分の１を乗じて得た額が上限。 
ⅱ 一回当たりの限度台数 
 ・施設・居住系サービスは、利用定員数を１０で除した数を限度台数とする。 
 ・在宅系サービスは、利用定員数を２０で除した数を限度台数とする。 
ⅲ 介護ロボット導入計画との関係 
  一計画につき、一回の補助とする。 

・介護施設等の実情に応じて策定する介護従事者負担軽減のための介護ロボット導入計画の実
現のために使用される介護ロボットであって、先駆的な取組により介護従事者が被介護者に提
供する介護業務の負担軽減や効率化に資するものであること。 

 →都道府県が提出された計画内容を判断 

介護ロボットの導入支援事業（地域医療介護総合確保基金） 

○ 現在上市されつつある介護ロボットは、介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化に資する新たな技
術が活用されており、介護従事者が継続して就労するための環境整備策として有効である。 

○ これらの介護ロボットは価格が高額であることから、普及促進策として、地域医療介護総合確保基金で実施す
る事業の一つに本事業を設けて、介護環境の改善に即効性を持たせるとともに、広く一般に介護事業所による
購入が可能となるよう先駆的な取組について支援を行う。 

介護保険施設・事業所 

利用者 

都道府県 

介護従事者 

対象概要 

・介護従事者負担軽減のための介護ロボット導入計画の作成 
 ＜記載内容＞ 
  ➢達成すべき目標 ➢導入すべき機種 ➢期待される効果等とし、実際の活用モデルを示すこ

とで他の介護施設等の参考となるべき内容であること。（３年計画） 
・日常生活支援における移乗支援、移動支援、排泄支援、見守り、入浴支援で利用する介護ロ
ボットが対象。 

・ロボット技術を活用して、従来の機器ではできなかった優位性を発揮する介護ロボット 
・販売価格が公表されており、一般に購入できる状態にあること。 

対象範囲 

介護従事者負担軽減のた
めの介護ロボット導入計画 

介護ロボット 
の導入 

交付 

負担軽減・効率化 

事業の流れ 

サービス提供 

補助額等 

市町村 
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【制度の概要】 
○ 介護保険の福祉用具は、要介護者等の日常生活の便宜を図るための用具及び要介護者等の機能訓練

のための用具であって、利用者がその居宅において自立した日常生活を営むことができるよう助けるものに
ついて、保険給付の対象としている。 

対象種目 

【福祉用具貸与】＜原則＞ 

・ 車いす（付属品含む） ・ 特殊寝台（付属品含む） 

・ 床ずれ防止用具    ・ 体位変換器 

・ 手すり           ・ スロープ 

・ 歩行器          ・ 歩行補助つえ 

・ 認知症老人徘徊感知機器 

・ 移動用リフト（つり具の部分を除く) 

・ 自動排泄処理装置 

【給付制度の概要】 
① 貸与の原則 
 利用者の身体状況や要介護度の変化、福祉用具の機能の向上に応じて、適時・適切な福祉用具を利用者に提供できるよ  
 う、貸与を原則としている。 

 

② 販売種目（原則年間10万円を限度） 
 貸与になじまない性質のもの（他人が使用したものを再利用することに心理的抵抗感が伴うもの、使用によってもとの形 
 態・品質が変化し、再利用できないもの）は、福祉用具の購入費を保険給付の対象としている。 

 

③ 現に要した費用 
 福祉用具の貸与及び購入は、市場の価格競争を通じて適切な価格による給付が行われるよう、保険給付における公定価  
 格を定めず、現に要した費用の額により保険給付する仕組みとしている。 

【 厚生労働大臣告示において以下のものを対象種目として定めている 】 

介護保険における福祉用具 

【福祉用具販売】＜例外＞ 

・ 腰掛便座      ・ 自動排泄処理装置の交換可能部 

・ 入浴補助用具（入浴用いす、 浴槽用手すり、浴槽内いす、 

  入浴台、浴室内すのこ、浴槽内すのこ、入浴用介助ベルト） 

・ 簡易浴槽       

・ 移動用リフトのつり具の部分 
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Ⅳ 未来投資戦略に基づく新たな取り組み 
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介護ロボットに関する未来投資戦略の記載① 

⑤ロボット・センサー等の技術を活用した介護の質・生産性の向上 
 ・介護現場でのロボット・センサー等の活用について、効果実証を着

実に進め、その結果を踏まえて、利用者の生活の質の維持・向上と
介護者の負担軽減に資するものについて、次期介護報酬改定の際に、
介護報酬や人員・設備基準の見直し等の制度上の対応を行う。 

・今後の介護ロボット等開発では、自立支援等による利用者の生活の質
の維持・向上と、介護者の負担軽減の両方を実現するため、現場の
ニーズを真に汲み取って開発シーズとつなげられるよう、プロジェ
クトを牽(けん)引するプロジェクトコーディネーターを新たに育
成・配置する。また、ロボット介護機器の開発重点分野について再
検証を行い、本年夏までに戦略的な開発の方向性を取りまとめ、来
年度以降の新たな開発支援対象に反映させる。加えて、生活支援ロ
ボットの安全性に関する規格であるISO13482と海外制度との連携
を進めるための評価・試験データ取得等を支援し、ロボット介護機
器のスムーズな海外市場展開を図る。 

未来投資戦略2017 本文 
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介護ロボットに関する未来投資戦略の記載② 

未来投資戦略2017 中短期工程表 

＜ロボット・センサー等の技術を活用した 
                       介護の質・生産性の向上＞  

＜ロボット介護機器開発＞ 

ロボット等の導入による介護現場の生産性向上などの
アウトカムデータを収集・分析するための実証実施 

引き続き、ロボット等の
導入による介護現場の
生産性向上などのアウ
トカムデータを収集・分
析するための実証実施 

移乗介助・見守り支援等の重点分野に対応したロボット
介護機器開発企業への補助事業 
介護現場への導入に関するマッチング支援、相談窓口
の開設等 

生活支援ロボットの国際安全規格ISO13482正式発行、
我が国のロボット介護機器が世界で初めて同規格に 
基づく安全認証を取得（2014年２月） 

国内認証の実施 

• 障害者の自立支援に資するロボット技術を活用した機器の
開発促進 

• シーズ・ニーズマッチング強化事業の実施（2014年度～） 

個別具体的な障害者のニーズを的確に把握した機器開発をスタートさせるためのシーズ・
ニーズマッチング強化事業等、障害者の自立支援に資するロボット技術を活用した機器の
開発促進を継続 

開発重点分野
を再検証 

 ロボット介護機器の開発・本格導入の実現 

ロボット等を用
いた介護に係る
介護報酬や人
員・設備基準の
見直し等の制度
上の対応につい
て検討・結論 

見直し後の介護報酬や人員・設備基準
等の適用 
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Ⅳ-１ 介護報酬や人員・設備基準の見直し 
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約65万人 

12.5% 

9.5% 
75歳以上人口比率 

在宅訪問診療を受けた人数（月間） 

平成30年度診療報酬・介護報酬同時改定 

  かかりつけ医機能を普及・促進 
  自宅や介護施設等における医療 
  ニーズや看取りへの対応を強化 等 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの構築 
と医療・介護の連携強化 

  医療機能や患者の状態に応じた評価に
より、地域医療構想の達成を推進
（７：１病床の適正化、療養病床の扱
い等） 等 

Ⅱ 医療機能の分化・連携の推進、 
効率的な医療提供体制の構築 

 
Ⅲ 質が高く効率的なサービスに 

よる高齢者の自立支援等 

● 団塊の世代が75歳以上となる2025（平成37）年に向けて、国民１人１人が状態に応じた適切なサービスを
受けられるよう、平成30年度診療報酬・介護報酬同時改定により、質が高く効率的な医療・介護の提供体制の
整備を推進。 

★薬価制度については、「薬価制度の抜本改革に向けた基本方針」に基づき、国民皆保険の持続性とイノベーション
の推進を両立し、国民負担軽減と医療の質の向上を実現する観点から、抜本改革を推進。 

   費用対効果や、アウトカムに基づく評
価を推進 

  データヘルス改革の推進、介護ロボット
の活用により自立等を促進し、現場の
負担も軽減 等  

機能改善 

寝かせたまま… 

状態悪化 

約３倍の増加 

質の高い、 
自立に向けた 
ケアを提供 

※ 約100万人は、高齢者増等のみによる影響を反映し
た推計値。更なる追加需要が見込まれる。 

   

現在の病床数（平成27年７月現在）と
2025（平成37）年の病床必要量の差 

20 
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在宅訪問診療を受けた人数の伸び 
と75歳以上人口比率 
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＋約 24.6万床 

▲約７.0万床 
▲約 3.8万床 

▲約 19.2万床 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

（万床） 

経済財政諮問会議 
塩崎厚生労働大臣資料 

２９.４.１４より 
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平成30年度の診療報酬・介護報酬改定に向けた主な検討項目 

診療報酬・薬価制度等 介護報酬 

①入院医療 
 ・ 地域医療構想の推進に向けて、急性期・回復期・慢性期といった医療 
  機能や患者の状態（重症度）に応じた評価を推進 
 
②外来医療、在宅医療  
 ・生活習慣病患者への適切な治療も含め、かかりつけ医機能の推進 
  アウトカムに着目した効果的な治療の評価 
  多職種連携による効率的な医療提供の推進、 
  薬の適切な処方（リフィル処方による残薬解消、降圧剤等の適切な処方） 
  大病院受診時定額負担の対象病院の見直し 
 
 

２．効率的・効果的な医療提供の推進 

・ 遠隔医療の診療報酬の評価 
・ ICTを活用した負担軽減につながる取組の推進 
・ がんゲノム検査を活用した効果的な治療の推進 
  
３．薬価制度の抜本改革 

「薬価制度の抜本改革に向けた基本方針」に沿って、 
・ 市場規模拡大への柔軟な対応（年４回の再算定） 
・ 中間年の薬価調査・薬価改定 
・ 長期収載品の薬価引下げ、新薬創出加算の抜本的見直し、費用対効果 
 の高い薬の薬価引上げを含め、真に有効な医薬品のイノベーション推進 

４．調剤報酬の抜本的見直し 

・ かかりつけ薬剤師・薬局の活躍の推進 
・ 薬局の機能に応じたメリハリの効いた評価 
 （いわゆる門前・門内薬局の評価の適正化） 

１．医療機能の分化・連携の強化、地域包括ケアシステムの構築の推進 

①介護医療院の報酬・基準の設定や各種の転換支援策 
 
 
②自立支援や在宅生活の支援に関する取組の推進 
 ・自立支援に向けた介護事業者へのインセンティブ 
 ・通所リハビリテーションと通所介護の役割分担・機能強化 

 ・介護職員の月額１万円相当の処遇改善（※平成29年度改定） 

 ・生活援助を中心に訪問介護を行う場合の人員基準の緩和・報酬
の設定 

 ・介護ロボット・ＩＣＴを活用する事業所の報酬・人員基準 

2.介護人材確保と質が高く効率的なサービス提供体制
の構築 

 ・通所介護などその他の給付の適正化 
 ・福祉用具の全国平均貸与価格の公表と貸与価格の上限の設定 

3.介護サービスの適正化・重点化 

【医療と介護の連携推進】 
・特養における医療ニーズや看取りにより一層対応できる仕組み  ・医療機関とケアマネジャーの連携   
・維持期リハビリの介護保険への移行 
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実証事業の概要 
（平成28年度補正予算「介護ロボットの導入支援及び導入効果実証研究事業」） 

１ 実証期間 
    平成２９年５月～８月 

        機器導入前調査：５月～６月、機器導入後調査１回目：６月～７月、 
        機器導入後調査２回目：７月、機器導入後調査３回目：7月～８月 
 
２ 実証施設 
      ４０施設を公募により選定 
      （介護老人福祉施設（地域密着・広域）、介護老人保健施設、特定施設） 
 
３ 実証機器 
  【見 守 り】 ７機器／３０施設 
  【移乗介助】 ４機器（装着型２、非装着型３）／１０施設 
 
４ 実証内容 
  【見 守 り】 対象者の居室訪問記録調査、職員業務量調査（夜間）、職員血圧・心拍数調査、 
           職員意識調査、対象者意識調査、施設聞き取り調査 
 

  【移乗介助】 対象者の介助記録調査（日中）、職員業務量調査（日中）、対象者生活時間調査、  
            職員血圧・心拍数調査、職員意識調査、対象者意識調査、施設聞き取り調査 
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中央社会保険医療協議会 社会保障審議会（介護給付費分科会） 

H29年  
１月以降 入院医療､外来医療､在宅医

療等のあり方について議論 
 
 
  
 
11月頃 保険医療機関等の収支差率

の公表（医療経済実態調査の
結果報告） 

 
12月頃 薬価差の公表（薬価調査・材

料価格調査の結果報告） 
 
 

H３０年 
 １月以降  
  厚生労働大臣の諮問を受け、具体

的な診療報酬点数の設定に係る調
査・審議（公聴会、パブリックコメント
の実施） 

   
２月上旬頃  
  厚生労働大臣に対し、改定案を答

申 

H29年  
 
４月以降 各介護サービスのあり方に

ついて議論 
   
 
 
10月頃 介護事業者の収支差率の公

表 
      （介護事業経営実態調査の 
      結果報告） 
 
12月頃 審議報告のとりまとめ 
 
 
 

H３０年 
 １～２月上旬頃 厚生労働大臣の諮問

を受け、具体的な介護報酬の単位数
の設定に係る審議を実施。厚生労働
大臣に対し、改定案を答申 

  （パブリックコメントの実施） 

夏以降～ 
診療報酬改定の基本方針の議

論 
 
 
 
12月頃 基本方針の策定 

内  閣 

社会保障審議会 
（医療保険部会、医療部会） 

１月頃 
  中医協及び介護給付費分科会に

対し、内閣が決定した「改定率」等
に基づき改定案の調査･審議を行
うよう諮問 

厚生労働大臣 

３月上旬頃  診療報酬・介護報酬改定に係る告示･通知の発出 

厚生労働大臣 

12月中下旬  予算編成過程で、 
診療報酬・介護報酬の改定率を決定 

28改定の検証結果も含め、個別項
目について集中的に議論 

27改定の検証結果も含め、秋以降、
具体的な方向性について議論 

平成30年度 診療報酬・介護報酬改定の想定スケジュール 
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Ⅳ-２ プロジェクトコーディネーター 
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○ 平成28年度から、開発企業や介護現場等が協議し、介護現場のニーズを反映したロボット開発の提案 
 内容を取りまとめる「ニーズ・シーズ連携協調協議会」を実施 
 

〇 本提案内容が経済産業省の開発事業や民間企業の開発等に結び付けられるよう、提案から開発まで 
 を牽引する「プロジェクトコーディネーター」を新たに育成・配置 

プロジェクトコーディネーターの位置付け 

経済産業省 
開発事業 

 
民間企業 

ニーズ・シーズ連携協調協議会 

技術支援 
機関 

開発 
メーカー 

自治体 

プロジェクト 
コーディネーター 

専門職
団体 

介護
現場 

大学 

■新たに育成・配置（開発までを牽引） 
 （想定される人材） 
   介護現場及びロボット開発に関して  
   十分な知見や経験を有する者 
     ・福祉関係専門職（作業療法士等） 
     ・工学・機械関係専門職 等 

プロジェクトコーディネーターの位置付け 

介護現場のニーズを反映 
したロボット開発の提案 
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Ⅳ-３ 開発重点分野の再検証 
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ロボット介護機器の開発重点分野の改訂（平成29年10月） 

・ロボット技術を用いて介助者
のパワーアシストを行う装着
型の機器 

・ロボット技術を用いて介助者
による抱え上げ動作のパ
ワーアシストを行う非装着型
の機器 

・高齢者等の外出をサポートし、
荷物等を安全に運搬できる
ロボット技術を用いた歩行支
援機器 

・排泄物の処理にロボット技術
を用いた設置位置調節可能
なトイレ 

・介護施設において使用する、
センサーや外部通信機能を
備えたロボット技術を用いた
機器のプラットフォーム 

・高齢者等の屋内移動や立ち
座りをサポートし、特にトイレ
への往復やトイレ内での姿勢
保持を支援するロボット技術
を用いた歩行支援機器 

・在宅介護において使用する、
転倒検知センサーや外部通
信機能を備えたロボット技術
を用いた機器のプラット
フォーム 

・ロボット技術を用いて浴槽に
出入りする際の一連の動作
を支援する機器 

・高齢者等の外出をサポートし、
転倒予防や歩行等を補助す
るロボット技術を用いた装着
型の移動支援機器 

・ロボット技術を用いて排泄を
予測し、的確なタイミングでト
イレへ誘導する機器 

・ロボット技術を用いてトイレ内
での下衣の着脱等の排泄の
一連の動作を支援する機器 

・高齢者等とのコミュニケー
ションにロボット技術を用い
た生活支援機器 

・ロボット技術を用いて、見守り、
移動支援、排泄支援をはじ
めとする介護業務に伴う情
報を収集・蓄積し、それを基
に、高齢者等の必要な支援
に活用することを可能とする
機器 

移乗支援 移動支援 見守り・ 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

排泄支援 入浴支援 

○非装着 ○屋内  ○在宅 

○動作支援 ○生活支援 

○装着  ○排泄物処理  ○屋外 ○施設 

介護業務支援 

○トイレ誘導 

○装着 

イメージ図（ニーズ・シーズ連携
協調協議会報告書より転載） 

イメージ図（ニーズ・シーズ連携 
協調協議会報告書より転載） 

イメージ図（ニーズ・シーズ連携
協調協議会報告書より転載） 

危ないので
動かないで 
ください 

※赤文字が改訂（追加）分野 
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50 

平成29年度ロボット介護機器開発・導入促進事業（開発補助事業）研究基本計画（抜粋） 
（国立研究開発法人日本医療研究開発機構ホームページより） 
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